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 本県経済・産業の現状等（追加資料） 

 
 
 

①10 年後（平成 34 年）の年齢区分別人口（年少人口、生産年齢人口、老年人口） 

○ 平成 34 年までに、生産年齢人口は全国で約９００万人、香川で約１０万人

程度の減少が見込まれており、老年人口の割合は高くなってきている。 

 

○人口 

【平成 23 年（2011 年）】                        

年少人口 生産年齢人口 老年人口 

区分  総人口 

人口(千人) 割合％ 人口(千人) 割合％ 人口(千人) 割合％ 

全国 127,799 16,705 13.1 81,342 63.6 29,752 23.3 

香川 992 131 13.3 602 60.7 258 26.0 

【平成 34 年（2022 年）】 

年少人口 生産年齢人口 老年人口 

区分  総人口 

人口(千人) 割合％ 人口(千人) 割合％ 人口(千人) 割合％ 

全国 122,813 14,049 11.4 72,408 59.0 36,356 29.6 

香川 917 113 12.3 504 55.0 300 32.7 

※四捨五入のため３区分人口の合計が総人口とならない場合がある。 

 

 

○割合                                 
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「人口推計（平成 23 年 10 月１日現在）（総務省統計局）」 

「日本の将来推計人口 平成 24 年 1 月推計（国立社会保障・人口問題研究所）」 
  ※平成 34 年の香川県の人口は、平成 22 年国勢調査人口を基に統計調査課が独

自に推計した値である。 
 

      １ 人口減少・少子高齢化                       

資料① 
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香川県人口ピラミッド（H23年とH34年推計）
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全国人口ピラミッド（H23年とH34年推計）
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「人口推計（平成 23 年 10 月１日現在）（総務省統計局）」 

「日本の将来推計人口 平成 24 年 1 月推計（国立社会保障・人口問題研究所）」 
  ※平成 34 年の香川県の人口は、平成 22 年国勢調査人口を基に統計調査課が独

自に推計した値である。 
 

平成 23 年 

平成 23 年 

平成 34 年推計 

平成 34 年推計 
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②実質ＧＤＰ成長率、生産性の伸び率、就業者数変化率の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 2012 年以降の就業者数変化率は、将来人口の推計値（出生中位、死亡中位

のケース）と労働力率の見通し（各年齢層・各性別の労働力率が 2010 年の

値で横ばいで推移と仮定したもの）から試算した労働力人口の年平均変化率。 

（資料）内閣府、総務省、国立社会保障・人口問題研究所 
（資料提供）日本銀行高松支店 
 
③就業者に占める女性と高齢者の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 従業者数 299 人以下（卸売業、サービス業は 99 人以下、小売業、飲食店

は 49 人以下）の企業を中小企業、中小企業以外を大企業とする。 

（資料）中小企業庁 「中小企業白書」、総務省 「就業構造基本調査」 
（資料提供）日本銀行高松支店 
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④働いている人の割合（労働力率） 

 

 

 
 
                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料） 総務省、OECD 

（資料提供）日本銀行高松支店 
 
 
⑤高齢者消費の特徴 

 ＜年齢階層別にみた消費支出（2011 年平均、二人以上の世帯）＞ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料提供）日本銀行高松支店 
 
 
 

男女別にみた労働力率カーブ 

（2010年） 

女性の労働力率カーブの 

国際比較（2010年） 
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①経済成長率の推移 

○ 中長期的には日本経済の地位は低下する。 

２０２５年（平成 37 年）頃には中国はＧＤＰでアメリカを抜き、また、イ

ンドもドイツを追い抜き日本に迫るものと予測されている。 

GDP（市場レートベース）の推移とシェアの変化
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「世界経済の潮流 2011（内閣府）から抜粋」 
 

 

      ２ 海外の活力                       

（備考）１．2009 年までは国連のデータで、以降は内閣府が独自に推計したもの。 
    ２．グラフに示されている国・地域は、09 年時点で世界全体の９７．０％のシェアを 

占める。 
    ３．「ヨーロッパ主要国」は、ドイツ、フランス、英国、イタリア、「その他アジア」は、 
     インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、シンガポール、香港及び台湾、「その 
     他先進国」は、カナダ、オーストラリア、韓国、「その他新興国」は、中南米、南アフ 
     リカ。 

＜ＧＤＰシェア＞ 

日本 1990 年：15％ → 2010 年：9％ → 2030 年： 6％ 

中国 1990 年： 2％ → 2010 年：9％ → 2030 年：25％ 
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②消費市場の推移 

○ ２０２０年（平成 32 年）までに中国が日本を上回りアジア最大の消費市場

となり、また、アジア全体では、日本の約４．５倍へ成長し、欧州を抜き米国

に並ぶものと予測されている。 
 
        アジア各国・地域の個人消費額の実績と予測 
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備考：名目ベース、ドル換算。ASEAN は、タイ、フィリピン、インドネシア、マ

レーシア、シンガポール、ブルネイ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カ

ンボジアの 10 カ国を指す。NIEｓ3 とは、韓国、台湾、香港のこと。 

資料：Euromonitor International2010 から作成 

「平成 22 年版通商白書（経済産業省）」 
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③アジアの所得階層別人口の推移 

○ アジアの中間層は、今後１０年で約２倍超に増加し、２０２０年（平成 32

年）には２０億人に達し、アジアの富裕層は間もなく日本を超える規模になる

見込みである。 
    アジアの中間層の推移 
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 備考：世帯可処分所得の家計人口。アジアとは中国・香港・台湾・韓国・インド・インドネ

シア・タイ・ベトナム・シンガポール・マレーシア・フィリピンのこと。 

2010 年、2015 年、2020 年は Euromonitor 推計値。 

    アジアの中間層とは、世帯年間可処分所得が 5000 ドル以上 35000 ドル未満の所得層。 

    アジアの富裕層とは、世帯年間可処分所得が 35000 ドル以上の所得層。    

資料：Euromonitor International2010 から作成 「平成 22 年版通商白書（経済産業省）」 
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④主なアジアの国々の人口・年齢構成の推移：1980～2030 年（昭和 55 年～平成

42 年） 

○ アジアの国々の人口は、総じて増加傾向にあるが、中国では高齢化層が急速

に増加している。一方、インドでは 2030 年（平成４２年）には生産年齢人口

が１０億人に達する見込みである。 

 

人口（千人） 構成比率（％） 人口（千人） 構成比率（％） 人口（千人） 構成比率（％）

1980 983,171 349,026 35.5 583,020 59.3 51,125 5.2

1990 1,145,195 320,655 28.0 756,974 66.1 67,566 5.9

2000 1,269,117 323,625 25.5 856,654 67.5 88,838 7.0

2010 1,341,335 261,560 19.5 969,785 72.3 109,990 8.2

2020 1,387,792 231,761 16.7 989,496 71.3 166,535 12.0

2030 1,393,076 203,389 14.6 959,829 68.9 229,858 16.5

1980 700,059 277,223 39.6 397,634 56.8 25,202 3.6

1990 873,785 332,038 38.0 508,543 58.2 33,204 3.8

2000 1,053,898 365,702 34.7 643,932 61.1 44,264 4.2

2010 1,224,614 374,732 30.6 789,876 64.5 60,006 4.9

2020 1,386,909 375,852 27.1 923,682 66.6 87,375 6.3

2030 1,523,482 362,589 23.8 1,034,444 67.9 126,449 8.3

1980 150,820 61,987 41.1 83,403 55.3 5,430 3.6

1990 184,346 67,286 36.5 110,055 59.7 7,005 3.8

2000 213,395 65,512 30.7 138,067 64.7 9,816 4.6

2010 239,871 64,765 27.0 161,673 67.4 13,433 5.6

2020 262,569 61,704 23.5 182,485 69.5 18,380 7.0

2030 279,659 56,212 20.1 194,083 69.4 29,364 10.5

1980 54,023 21,987 40.7 29,389 54.4 2,647 4.9

1990 67,102 25,499 38.0 38,248 57.0 3,355 5.0

2000 78,758 25,281 32.1 49,066 62.3 4,411 5.6

2010 87,848 20,732 23.6 61,845 70.4 5,271 6.0

2020 96,355 20,620 21.4 68,027 70.6 7,708 8.0

2030 101,483 17,557 17.3 70,936 69.9 12,990 12.8

1980 47,483 18,708 39.4 27,065 57.0 1,710 3.6

1990 57,072 17,179 30.1 37,268 65.3 2,625 4.6

2000 63,155 15,157 24.0 43,640 69.1 4,358 6.9

2010 69,122 14,170 20.5 48,800 70.6 6,152 8.9

2020 72,091 12,328 17.1 50,896 70.6 8,867 12.3

2030 73,321 11,072 15.1 49,345 67.3 12,904 17.6

1980 37,460 12,699 33.9 23,300 62.2 1,461 3.9

1990 42,980 11,003 25.6 29,828 69.4 2,149 5.0

2000 45,988 9,658 21.0 32,973 71.7 3,357 7.3

2010 48,184 7,902 16.4 34,933 72.5 5,349 11.1

2020 49,810 7,173 14.4 34,817 69.9 7,820 15.7

2030 50,335 7,097 14.1 31,510 62.6 11,728 23.3

年少人口 生産年齢人口 老年人口

インドネシア

タイ

ベトナム

インド

年次

中国

総人口

（千人）
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「世界の統計２０１２（総務省）から抜粋」 （出所）社会実情データ図録 
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⑤輸出の開始企業と非開始企業の労働生産性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料） 中小企業庁 「中小企業白書」、経済産業省 「企業活動基本調査」 
（資料提供）日本銀行高松支店 

 
⑥中小企業製造業における国際化企業・非国際化企業の労働生産性の分布(2008年) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（注）自然対数が１増加することは、実数が 2.7 倍になることを意味する。 
（資料） 中小企業庁 「中小企業白書」、経済産業省 「企業活動基本調査」 
（資料提供）日本銀行高松支店 
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＜工業立地の状況＞ 
①工場立地動向 
○ 本県の工場立地件数（1,000 ㎡以上の工場等用地を取得した件数）は、リー

マンショック後の平成 21 年に前年のほぼ半数に落ち込んで以降、横ばい状態

にある。同立地面積については、平成 22 年に急激な落ち込みをみせたが、翌

年にはやや増加している。 
 

工場立地件数の推移
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工場立地面積の推移
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「工場立地動向調査（経済産業省）」 

      ３ 本県の特長                       
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②工場適地の状況 
○ 本県の工場適地は５４万３千㎡余であり、全国では４番目に少ない状況にあ

る。 

工場適地の状況
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経済産業省：工場適地調査（平成２２年）

㎡

 
 ※北海道の工場適地面積は、113,730,823㎡。 

 
香川県の工場適地の内訳 

市町名 適地名 適地所在地 面積（㎡） 
坂出市 番の州 坂出市番の州町 ３９５，０００ 
坂出市 林田・阿河浜 坂出市林田町番屋前 ３６，８４６ 

さぬき市 高松東ファクトリ

ーパーク さぬき市昭和 ３１，８００ 

綾歌郡綾川町 阿部 綾歌郡綾川町山田下 
字阿部 ３１，４５０ 

高松市 川東下 高松市香川町大字川

東下字利兼外 ９，９３５ 
東かがわ市 大内 東かがわ市大内 ５，１８８ 

綾歌郡宇多津町 番の州（宇多津地

区）※ 
綾歌郡宇多津町字吉

田 ３３，１２２ 
合   計 ５４３，３４１ 

 ※経済産業省の平成２２年工場適地調査の香川県の工場適地の内訳。ただし、

番の州（宇多津地区）については、平成２３年度に売却済。 

 
  ◎平成２４年８月末で、本県には５１０，２１９㎡の工場適地がある。 

 
「香川県企業立地推進課」 
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□工場適地（Ｈ２２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高松東FP

林田・阿河浜工業団地

番の州臨海工業団地

大内工業団地

高松市香川町大字川東下

綾歌郡綾川町山田下字阿部

番の州（宇多津地区）

平成23年度に売却済 
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＜インフラの整備状況＞ 

①１時間圏人口 

○  高松市内の中心から、高速道路や一般道及び船舶を利用して１時間以内に到

達することができる圏内の市町村の人口合計を推計したところ、松山市や岡山

市内から出発した場合よりも１時間圏人口は高く、交通アクセス面で優れてい

る。 

 

高松市の１時間圏人口 

県庁所在地 １時間圏人口（人） 

高松市 2,584,736 

松山市 1,118,045 

岡山市 2,551,283 

「１時間圏人口（香川県政策課）」 
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②四国の拠点としての立地条件 

○  四国３県の陸路、空路、海路の比較では、便数や所要時間等を勘案した総合バランスにおいて、香川は他県に比べて優れた拠 

点性を有している。 

 香 川 徳 島 愛 媛 高 知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸路 

＜県外方面＞ 

「東京 9 時間」 

「名古屋市 5 時間 10 分」 

岡山市  約 1 時間 20 分 

広島市  約 3 時間 10 分 

神戸市  

(高速バス)約 2 時間 45 分 

(普通車）約 2 時間 20 分 

大阪市  

(高速バス)約 3 時間 15 分 

(普通車）約 2 時間 50 分 

「吹田市 3 時間 25 分」 

京都市内 

(高速バス）3 時間 40 分 

(普通車） 3 時間 30 分 

 

＜四国内＞ 

徳島市  約 1 時間 20 分 

松山市  約 2 時間 10 分 

高知市  約 1 時間 50 分 

＜県外方面＞ 

「東京 8 時間 45 分」 

「名古屋市 4 時間 30 分」 

「岡山市 2 時間 20 分」 

「広島市 3 時間 45 分」 

神戸市 

(高速バス）1 時間 50 分 

(普通車） 1 時間 30 分 

大阪市 

(高速バス）2 時間 20 分 

(普通車） 2 時間 

 

京都市内 

(高速バス）2 時間 50 分 

(普通車） 2 時間 30 分 

 

＜四国内＞ 

高松市  約 1 時間 20 分 

松山市  約 2 時間 40 分 

高知市  約 2 時間 20 分 

＜県外方面＞ 

「東京 11 時間」 

「名古屋市 6 時間 50 分」 

岡山市 2 時間 10 分 

広島市 3 時間 00 分 

 

 

神戸市 3 時間 40 分 

 

 

大阪市 4 時間 20 分 

 

 

 

 

 

＜四国内＞ 

高松市 2 時間 10 分 

徳島市 2 時間 40 分 

高知市 1 時間 50 分 

＜県外方面＞ 

東京 10 時間 10 分 

名古屋市 6 時間 30 分 

岡山市 2 時間 00 分 

広島市 3 時間 30 分 

 

 

 

 

 

 

吹田市 4 時間 00 分 

 

 

 

 

＜四国内＞ 

徳島市 2 時間 20 分 

高松市 1 時間 50 分 

松山市 1 時間 50 分 
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空路 

＜国内線＞ 

高松～東京 約 1 時間 15 分 

（毎日往復 12 便） 

高松～沖縄 約 1 時間 55 分 

（毎日往復 1 便） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国際線＞ 

高松～上海 約 1 時間 55 分 

（週 3 日往復 1 便） 

高松～ソウル 約 1 時間 45 分

（週 3 日往復 1 便） 

＜国内線＞ 

徳島～東京 約 1 時間 10 分 

（毎日往復 10 便） 

徳島～福岡 約 1 時間 15 分（毎

日往復 2 便） 

 

＜国内線＞ 

松山～東京 1 時間 20 分 

（毎日往復 13 便） 

松山～大阪(伊丹)  50 分 

（毎日往復 11 便） 

松山～名古屋(中部国際)   

1 時間 5 分（毎日往復 3 便） 

松山～沖縄 1 時間 50 分 

（毎日往復 1 便） 

松山～福岡 45 分 

（毎日往復 7 便） 

松山～鹿児島 1 時間 

（毎日往復 2 便） 

＜国際線＞ 

松山～上海 1 時間 40 分 

（週 3 日往復 1 便） 

松山～ソウル 1 時間 30 分 

（週 3 日往復 1 便） 

＜国内線＞ 

高知～東京 1 時間 25 分 

（毎日往復 9 便） 

高知～大阪（伊丹） 45 分 

（毎日往復 9 便） 

高知～福岡 55 分 

（毎日往復 3 便） 

 

海路 

＜国際貨物航路＞ 

高松～大連・青島（週 1 便） 

高松～上海（週 1 便） 

高松～釜山（週 3 便） 

 

 

 

 

 

＜国内航路＞ 

高松～神戸 約 4 時間 

高松～宇野 約 1 時間 

＜国際貨物航路＞ 

小松島港～釜山港 週 3 便 

 

 

 

 

 

 

 

＜国内航路＞ 

徳島～和歌山 約 2 時間 

＜国際貨物航路＞ 

今治～松山～釜山 週 2 便 

三島川之江～今治 

～松山～釜山 週 3 便 

三島川之江～釜山 週 2 便 

松山～台湾～マニラ 週 1 便 

松山～台湾～香港 週 1 便 

松山～台湾 週 1 便 

松山～上海 週 2 便 

＜国際貨物航路＞ 

高知新港～釜山港 週 2 便 

 

 

 

 

 

 

 

＜国内航路＞ 

宿毛～佐伯 3 時間 00 分 

 

※各県企業立地ホームページ、パンフレットより。「    」については、ルート検索で検索した数字を記載。

15 
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③道路密度 

○  １k ㎡当たりの道路実延長（道路密度）は１，０３２ｍで、大阪府、東京都、

愛知県に次いで全国順位は４位である。 

 

道路密度について 

（調査時点：平成 22 年 4 月 1 日）       

順位 都道府県 

１k ㎡当たり 

  道路実延長（ｍ） 

１ 大 阪 府   １，２８２ 

２ 東 京 都   １，２１６ 

３ 愛 知 県   １，０７１ 

４ 香 川 県   １，０３２ 

５ 福 岡 県     ９３４ 

１２ 愛 媛 県     ６９９ 

２４ 徳 島 県     ６０１ 

３８ 高 知 県     ４４４ 

 四国平均     ６１４ 

 全国平均     ４９４ 

「道路統計年報（国土交通省道路局）」 

 
 
④道路舗装率 

○  道路舗装率は９９．９％で、千葉県、宮崎県、鹿児島県と共に全国順位は２

位である。 

道路舗装率について 

（調査時点：平成 22 年 4 月 1 日）       

順位 都道府県 道路舗装率（％） 

１ 佐 賀 県 １００．０ 

２ 香 川 県   ９９．９ 

２ 千 葉 県   ９９．９ 

２ 宮 崎 県   ９９．９ 

２ 鹿児島県   ９９．９ 

１４ 高 知 県   ９８．９ 

２７ 徳 島 県   ９７．７ 

４１ 愛 媛 県   ９５．７ 

 四国平均   ９７．７ 

 全国平均   ９７．４ 

「道路統計年報（国土交通省道路局）」 

 
 
 
 



 17 

⑤港湾の利用状況 

○  離島も含めた多くの航路を有し、また、国際航路をもつ本県は、四国の他地域に比べて高い実績値になっている。 

 
平成２２年港湾統計〔入港船舶数・輸送実績〕（H22.1～H22.12） 

種  別 

高松市 

（高松港） 

坂出市 

（坂出港） 

徳島市（徳島

小松島港） 

松山市  

（松山港） 

高知市 

（高知港） 

広島市 

（広島港） 

岡山市 

（水島港） 

入港船舶 隻 数 49,917 15,145 5,249 26,594 5,703 49,917 40,000 

 総トン数 34,609,815 23,392,354 17,394,688 21,284,575 5,421,190 35,213,236 87,689,815 

船舶乗降人員（人） 乗込人員 1,279,652 739 149,193 622,959 0 985,649 1,476 

 上陸人員 1,286,621 1,285 138,271 614,787 0 1,017,685 0 

海上出入貨物（t） 輸移出 14,938,509 9,460,362 3,507,102 5,135,413 3,572,025 6,984,962 31,712,340 

 輸移入 15,368,517 15,725,764 4,015,286 6,643,981 2,063,603 5,208,638 57,371,145 

輸 出 16,532 0 6,824 14,095 4,752 86,743 54,335 外貨コンテナター 

ミナル取扱本数 輸 入 16,679 0 7,662 12,210 4,580 85,964 56,571 

  ※県内の重要港湾（高松港及び坂出港）と、その他近県の主要な港湾との比較である。 

「香川県港湾課」 

 
 
 

1
7
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⑥ブロードバンドの普及状況 

○ ブロードバンド契約世帯比率は５４．１％で、全国順位は２９位である。 

ブロードバンド契約世帯数について 

（調査時点：平成 23 年 3 月 31 日）       

順位 都道府県 

ブロードバンド 

   契約世帯比率

（％） 

１ 東 京 都   ８７．０ 

２ 大 阪 府   ８１．０ 

３ 神奈川県   ７６．３ 

４ 滋 賀 県   ６９．１ 

５ 埼 玉 県   ６９．０ 

２９ 香 川 県   ５４．１ 

３１ 徳 島 県   ５３．３ 

３８ 愛 媛 県   ４７．３ 

４６ 高 知 県   ３９．４ 

 四国平均   ４８．４ 

 全国平均   ６４．９ 

「総務省総合通信基盤局調」「住民基本台帳人口要覧（総務省自治行政局）」 

 ※ブロードバンド契約数は、FTTH アクセスサービス、ADSL アクセスサービス、 

   DSL アクセスサービス、CATV アクセスサービス、FWA アクセスサービス及び 

BWA アクセスサービスの契約数の合計。 

 

○  超高速ブロードバンド利用可能世帯率は８４．５％で、全国順位は４１位で

ある。 

超高速ブロードバンド基盤の整備状況 

（調査時点：平成 23 年 9 月 30 日現在）       

順位 都道府県 

超高速ブロードバンド 

 利用可能世帯率（％） 

１ 東 京 都   １００．０ 

１ 神奈川県   １００．０ 

１ 三 重 県   １００．０ 

１ 大 阪 府   １００．０ 

５ 愛 知 県     ９９．９ 

５ 滋 賀 県     ９９．９ 

１１ 徳 島 県     ９８．７ 

３０ 愛 媛 県     ９１．２ 

４１ 香 川 県     ８４．５ 

４６ 高 知 県     ７７．５ 

 四国平均     ８８．２ 

 全国平均     ９５．１ 

「総務省総合通信基盤局ホームページ掲載資料より抜粋」 

※超高速ブロードバンドとは、FTTH、下り伝送速度 30Mbps 以上のケーブルイン 

ターネット。 
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⑦香川用水の取水制限状況 

○ 香川用水調整池（宝山湖）の平成 21 年４月の運用開始などにより、県民生活

や産業活動に大きな影響が生じないよう、渇水・緊急時の水の確保に向けた対

策が講じられている。 

 

香川用水の取水制限状況（香川県） 

0

50

100

150

200

250

H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

20%未満 20%以上 30%以上 40%以上 50%以上 60%以上 利水貯水率0%

年度

香川用水の取水制限に伴う削減率

日数

200日

158日

137日

 
「香川県水資源対策課」 

 

県内市町の渇水の影響（上水道、工業用水道の給水制限状況） 

年度 減圧給水 夜間断水・時間給水 

平成６年度 ７市７町 
７市４町 Ave.50 日間 

工業用水道（１市１町の受水企業 30 社）69 日間 

平成６年度～７年度 － ２町 Ave.147 日間 

平成７年度～８年度 ４市１町 
２町 Ave.213 日間 

工業用水道（１市１町の受水企業 30 社）38 日間 

平成１０年度 ３市２町 － 

平成１７年度 ６市３町 １町【夜間断水２日間】 

平成１９年度 ６市３町 － 

平成２０年度 ７市３町 － 

平成２１年度 ６市４町 － 

平成２２年度 － － 

平成２３年度 － － 

「香川の水資源（香川県水資源対策課）」 
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香川県の水道用水供給事業の概要図 

 

 
 

 

 

    

 

 

香川県の工業用水道事業の概要図 

「香川県水道局」 
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＜自然災害＞ 

①自然災害被害額 

○  平成１８年から２２年の５年間における年平均の自然災害被害総額は２億

３千６百万円で、全国順位は少ないほうから３位である。 

 

過去５年間（平成 18 年～22 年）の年平均被害総額について       

順位 都道府県 

年平均被害総額（百万

円） 

１ 東 京 都    ８２ 

２ 大 阪 府    ９１ 

３ 香 川 県   ２３６ 

４ 福 井 県   ３４０ 

５ 滋 賀 県   ６６３ 

１２ 愛 媛 県 １，６２０ 

１４ 徳 島 県 １，８５２ 

２２ 高 知 県 ４，６７１ 

 四国平均 ２，０９５ 

 全国平均 ６，９９１ 

「消防白書（総務省消防庁）」 

 
 

②地震の発生回数 

○ ライフラインやインフラ等への影響が出始める揺れとされる「震度５弱」以

上の地震が発生した回数をみてみると、香川県では徳島県や高知県などと同様

に過去３０年間のうち、１回しか発生していない。 

 

地震の発生回数（震度５弱以上・過去３０年間）       

順位 

（グループ） 

都道府県 

回数

（回） 

１ 福井県、岐阜県、大阪府 ０ 

２ 

富山県、滋賀県、京都府、岡山県、山口県、徳島県、 

香川県、高知県 

１ 

３ 愛知県、兵庫県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県 ２ 

４ 三重県、奈良県、鳥取県、島根県、熊本県、宮崎県 ３ 

５ 和歌山県 ４ 

 四国平均 １．３ 

 全国平均 ８．３ 

「1982～2011 年度 震度データベース（気象庁）」 
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医療機器関連技術医療機器関連技術医療機器関連技術医療機器関連技術

福祉福祉福祉福祉・・・・介護機器介護機器介護機器介護機器・・・・器具関連技術器具関連技術器具関連技術器具関連技術

医療医療医療医療ＩＣＴ、Ｋ－ＭＩＸＩＣＴ、Ｋ－ＭＩＸＩＣＴ、Ｋ－ＭＩＸＩＣＴ、Ｋ－ＭＩＸ関連関連関連関連

機能糖鎖関連技術機能糖鎖関連技術機能糖鎖関連技術機能糖鎖関連技術

希少糖関連技術希少糖関連技術希少糖関連技術希少糖関連技術

地域食品地域食品地域食品地域食品開発開発開発開発・・・・加工加工加工加工技術技術技術技術（（（（発酵技術発酵技術発酵技術発酵技術、、、、

冷凍技術等冷凍技術等冷凍技術等冷凍技術等））））

健康食品健康食品健康食品健康食品開発開発開発開発・・・・加工技術加工技術加工技術加工技術

食品食品食品食品、、、、農水産物農水産物農水産物農水産物のののの機能性等評価技術機能性等評価技術機能性等評価技術機能性等評価技術

医農商工連携医農商工連携医農商工連携医農商工連携

ナノデバイスナノデバイスナノデバイスナノデバイス（（（（ナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジー））））

ファインセラミックスファインセラミックスファインセラミックスファインセラミックス技術技術技術技術

特殊分析特殊分析特殊分析特殊分析ソリューションソリューションソリューションソリューション

炭素繊維複合材料炭素繊維複合材料炭素繊維複合材料炭素繊維複合材料････焼結体焼結体焼結体焼結体関連技術関連技術関連技術関連技術

センシングセンシングセンシングセンシング技術技術技術技術

メカトロニクスメカトロニクスメカトロニクスメカトロニクス

機能性表面処理技術機能性表面処理技術機能性表面処理技術機能性表面処理技術

防振防音技術防振防音技術防振防音技術防振防音技術

超精密超精密超精密超精密・・・・微細加工技術微細加工技術微細加工技術微細加工技術

２２２２次電池関連技術次電池関連技術次電池関連技術次電池関連技術

省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー生産技術生産技術生産技術生産技術

リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル技術技術技術技術

バイオマスバイオマスバイオマスバイオマス技術技術技術技術

省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー製品開発技術製品開発技術製品開発技術製品開発技術

ＥＶＥＶＥＶＥＶ研究研究研究研究

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー・・・・環境環境環境環境

健康関連健康関連健康関連健康関連

地域資源地域資源地域資源地域資源やややや伝統技術伝統技術伝統技術伝統技術をををを

活用活用活用活用したしたしたした特長特長特長特長あるあるあるある食品食品食品食品

先端技術先端技術先端技術先端技術やややや基盤技術基盤技術基盤技術基盤技術をををを

活用活用活用活用したものづくりしたものづくりしたものづくりしたものづくり

活活活活かせるかせるかせるかせる領域領域領域領域活活活活かせるかせるかせるかせる領域領域領域領域本県本県本県本県におけるにおけるにおけるにおける成長成長成長成長のののの芽芽芽芽（（（（蓄積技術等蓄積技術等蓄積技術等蓄積技術等とととと取組取組取組取組みみみみ））））本県本県本県本県におけるにおけるにおけるにおける成長成長成長成長のののの芽芽芽芽（（（（蓄積技術等蓄積技術等蓄積技術等蓄積技術等とととと取組取組取組取組みみみみ））））

集積集積集積集積、、、、充実充実充実充実するするするするアートアートアートアート資源資源資源資源

まちまちまちまち歩歩歩歩きなどきなどきなどきなど新新新新たなたなたなたな観光資源観光資源観光資源観光資源

新規国際定期航空路線新規国際定期航空路線新規国際定期航空路線新規国際定期航空路線のののの開設開設開設開設

ナノピンセットによるコピー

トナー粒子（直径１μm以
下）の並び替え（ＡＯＩ）。ピン

セットの長さは20μm（髪の
毛の太さの1/5程度）。

発電所向

け省エネ・

高信頼・高

出力ＬＥＤ

電球。

希少糖を用い

たカステラ。

スイーツを中

心に多くの新

商品を生み出

している。

導電性を持たせたファイ

ンセラミックスで作った、

電子部品を吸着・搬送す

るノズル

オリーブオイ

ルや様々な

新商品が開

発・販売され

ている。

無侵襲血糖値

センサー。採

血をせずに血

糖値の測定を

行うことを目指

す。

高機能大腿

義足の開発

（階段を昇れ

る大腿義足

など）

食品残渣を

利用するバ

イオエタ

ノール発酵

蒸留設備。

国際観光の推進

撮影：中村脩

観光関連観光関連観光関連観光関連

特色特色特色特色あるあるあるある農産物農産物農産物農産物（（（（県県県県オリジナルオリジナルオリジナルオリジナル・・・・オリーブオリーブオリーブオリーブ

などなどなどなど））））のののの生産拡大生産拡大生産拡大生産拡大

農業農業農業農業のののの６６６６次産業化次産業化次産業化次産業化

県農業試験

場で育成さ

れる県オリ

ジナルの野

菜・果樹など。

県産小麦「さ

ぬきの夢」の

小麦粉。ポリ

フェノールが

高濃度に含

まれている。

アートツー

リズムなど

の推進

高品質高品質高品質高品質なななな農産物農産物農産物農産物づくりづくりづくりづくり

 
 


